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墓地・納骨堂・火葬場を経営される方へ 

 さいたま市内で新たに墓地、納骨堂、火葬場を経営するためには、墓地、埋葬等に関す

る法律（以下、「墓埋法」）、さいたま市墓地等の経営の許可等に関する条例（以下、「墓地

条例」）に基づく許可を受ける必要があります。

 既に許可を受けた墓地、納骨堂、火葬場の区域等の変更又は廃止する場合も同様です。

★墓埋法、墓地条例における「経営」とは、墓地等を設置し、管理し、運営すること

をいいます。

１ 経営の主体（墓地条例第３条）

 （１）地方公共団体

 （２）宗教法人法第４条第２項の宗教法人で、同法の規定により登記された主たる事務

所を市内に有するもの

 （３）墓地等の経営を目的として設立された公益社団法人又は公益財団法人で、登記さ

れた主たる事務所を市内に有するもの

 ２ 設置場所の基準（墓地条例第２１条）

  ※墓地（埋葬、埋蔵）、納骨堂、火葬場によって基準が異なりますので、詳細は条例の

規定をご確認ください。

 ３ 施設基準（墓地条例第２２条～２４条）

  ※墓地、納骨堂、火葬場によって基準が異なりますので、詳細は条例の規定をご確認

ください。

※墓地、納骨堂、火葬場を設置する際には建築、開発、文化財など他法令の許可、相談等

が必要な場合がありますので、必要に応じて当該他法令担当部署に確認、相談等を行っ

てください。

平面図による事前相談を行ってください！

計画地の土地の状況や許可の区分により様々なケースが想定されますので、保健所に事

前相談を行い、設置場所の基準や施設基準などについて十分確認してください。

また、担当者不在の場合もありますので、事前相談の際には電話予約をお勧めします。

（設計業者等代理人によるご相談の場合は、計画者の委任状の提示をお願いします。）

さいたま市保健所 環境薬事課 環境衛生係 Tel 048-840-2227 Fax 048-840-2232
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～許可・供用開始までの流れ（新設・変更）～

説 明 会

意 見 書

★持参書類：計画平面図など

・設置場所、施設基準等についての相談。

・計画者は必要に応じて他法令についての確

認・相談を行ってください。状況確認

★使用様式：「事前協議開始届」

・墓地条例の設置場所の基準、施設基準等の適

合状況を確認し、計画を進める上での支障の

有無を他法令を含めて確認します。協議終了

★使用様式：「設置計画書」、「標識設置届」

・平面図のほか、管理体制、財務状況、収支計

画など計画全体について確認します。

・計画者は設置計画書提出と同時に計画地の見

やすい場所に標識を設置します。
標識設置さ
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★使用様式：「計画説明概要報告書」

・計画者は周囲 100m内の所有者等に対して計
画内容等についての説明会を実施します。

・説明会は 2回以上実施します。実施日につい
ては事前に保健所への確認が必要です。

★使用様式：「所有者等との協議報告書」

・周囲 100m内の所有者等は最終説明会から 50
日以内に計画者に対して書面（意見書）で意

見を述べることができます。

・計画者は意見書を提出した所有者等と十分協

議を行わなければなりません。
協  議

見 解 書
★使用様式：「所有者等への見解書送付書」

・計画者は協議の後で意見書に対する見解をま

とめた見解書を送付します。

・所有者等は受け取った見解書に対して意見が

ある場合は意見を述べることができます。
再意見書

履行証明書

・墓地条例第 4条から第 9条の履行、かつ、審
査会の答申を受け支障がないと認めるとき

は、計画者に対して「履行証明書」を交付し

ます（有効期限 1年間）。
※「履行証明書」は経営許可ではありません。

許可申請
★使用様式：「許可申請書」

・条例に定める基準を満たしているか、必要な

書類が提出されているかなどを確認します。

・土地の自己所有など条例に定める基準のほか

他法令の必要な許可等も受けていることが必

要となります。

意
見
を
聴
く

適用除外

・既存の墓地に接して

500 平方メートル未満
の区域を加える場合

・納骨堂を既存の墓地の

区域内、火葬場の敷地

内又は宗教法人法第 3
条に規定する境内地に

設置する場合

・既存の納骨堂を同規模

に改築する場合

        など

※詳しくは担当にご相談

ください。

下記に掲げる場合には墓

地条例第 4 条から第 9 条
までの規定は適用されま

せん。

不 許 可 許  可

工事着工

工事完了

★使用様式：「工事着工届」、「工事完了届」

・計画者は工事着工前、工事完了後に届出を行

います。

※経営許可前又は工事着工届出前に当該計画に

係る造成等工事を行うことはできません。

完了検査
・許可を受けた内容通りに工事が行われている

かどうかを現地調査し確認します。

・現地調査の結果、支障がないと認められた場

合は、決裁を経て「工事完了検査済書」を交

付します。
検査済書

供用開始

事前協議

事前相談

設置計画

意
見
を
聴
く

意
見
を
聴
く

条４

条６

条５

条７

条８

条８

条９

条９

条 31
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～許可までの流れ（廃止）～

★持参書類：周辺地図、登記簿謄本など

・設置場所、手続きの流れ等についての相談。

・申請者は必要に応じて他法令についての確

認・相談を行ってください。状況確認

・申請者は既存施設にある遺骨を別の墓地等に

改葬し遺骨がない状況にしてください。

※改葬を行うには各区役所区民課で改葬許可を

受ける必要があります。

※改葬等を行う前に既存施設の状況を写真撮影

しておいてください。

改 葬 等

事前相談

完了

許可申請
★使用様式：廃止許可申請書

・土地の状況や改葬など必要な手続きが行われ

ているかどうかなどを確認します。

現地確認
・廃止に係る工事が適切に行われているかどう

かについて現地を確認します。

・提出書類の確認及び現地調査の結果、支障が

ないと認められた場合は、決裁を経て「経営

廃止許可書」を交付します。不 許 可 許  可

廃止完了

※墓埋法第 11条の規定により墓地又は火葬場を新設、変更又は廃止の許可があった
ものとみなされた場合（「みなし許可」）については、通常の手続きの流れと異な

ります。詳しくは担当にご確認ください。

～みなし許可の流れ（新設・変更・廃止）～

さいたま市保健所 環境薬事課 環境衛生係 Tel 048-840-2227 Fax 048-840-2232

★本書類記載の手続きの流れは一般的な内容を示したものです。

★手続きに必要な様式及び添付書類等の詳細については、担当にご確認ください。


